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はじめに

貧困・マイノリティ家庭の子どもが集中する米国都市

部の公立学校においては，生徒の低い学業達成，問題行

動・中退・青少年犯罪等の比率が依然として高い傾向に

ある。こうした都市教育の問題は，人種をめぐる教育の

不平等問題として，繰り返し議論されてきた。その中で

も，今日に至る 40 数年間，貧困・人種的マイノリティに

かかわらず，すべての子どもの学習・発達保障の実現を

追求し続けているカマー（Comer，J. P. エール大学）の

「学校開発プログラム（School Development Program，

以下「SDP」と略す）」は注目される
1)
。

本論の目的は，広く全米の学校で展開されてきた，

SDP実践に関する評価研究の動向を把握し，分析するこ

とにある。その際，本論では特に，SDPの構想における

次の２つの特質に着目する。

第１に，SDPの構想では，カマーが開発当初から追求

している，学校開発を通した社会正義と民主主義社会の

実現が展望されている点である。すなわち，人種問題を

めぐる社会構造的な教育上の不平等の克服に向けて，す

べての子どもの学習・発達支援を中核に据えた家庭・学

校・地域行政の関係者が協働する社会的ネットワークの

創造がめざされている
2)
。

第２に，学校の組織構造の変革および関係者の主体形

成を促す実践的フレームワークとして，「SDP モデル」

が提起されている点である。これまで多様な主体によ

り，SDPモデルに着目した実践が行われ，学校開発プロ

セスのバリエーションが蓄積されている点に特徴があ

る
3)
。

そこで本論では，主として，SDP実践を調査対象とす

る米国の博士論文のいくつかを取りあげ，「学校開発」を

通した主題とその研究デザインの特徴を概観する。その

上で，代表的な調査研究による知見と研究の到達点を確

認して，今日的研究課題を明らかにしたいと思う。
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１．SDP 実践の調査研究における「学校開発」

論の特徴

⑴ 「学校開発」を通した主題

各論文における SDP への着眼点は，論文刊行期と教

育改革運動の展開期との対応関係がみられることから，

およそ次のような３つの潮流と関連させた「学校開発」

論として区分できる。

第１は，「学校開発」を通した教育の質と平等を探究す

る研究である。この問題意識は，1970∼80 年代にかけて

展開された「効果的な学校（Effective Schools）」研究と

課題を共有しつつ，人種をめぐる教育機会と結果の不平

等を克服する実践の可能性を探究するものである。たと

えば，後述するメーヨー（R. R. Mayo，1988 年）
4)
，ジョ

イナー（E. T. Joyner，1990 年）
5)
の研究は，SDPを「効

果的な学校」を創り出す有力なモデルとして捉え，人種

をめぐる既存の価値概念を批判的に乗り越える「学校開

発」論を提起する先駆的研究である。

第２は，1980 年代後半から展開される「学校を基礎単

位とした教育経営（School-Based Management，以下，

SBM）」
6)
運動の視座から，その共通性および SDP の独

自性を評価しようとする研究である。これは「効果的な

学校」研究の視座も踏まえつつ，学校内部組織の条件に

関する効果研究として，次の第３の潮流につながってい

く。たとえば，後述するハビブ（F. Habib，1994 年）の

論文は，SBM改革モデルの１つとして SDP実践の質を

体系的に分析する研究である
7)
。

第３は，1990 年代中頃から急速に多様なプログラムが

開発される「学校全体（Whole-School）の改革」あるいは

「包括的な学校改革（Comprehensive School Reform）」

運動の１つの実践モデルとして SDP を捉え，その効果

を検証する研究である。

この点，エモンズ（Emmons, C. L.）とカマーによれば，

1968 年に開始された SDP は，「包括的な学校改革の先

駆」であったとする。すなわち，当時まだ着目されてい

なかった，①学校全体の改革，②学校を基礎単位とした

教育経営（SBM），③学校の意思決定への親関与，④教師

の学習集団という４つの要素へのアプローチを試みるも

のだという
8)
。したがって，SDP 実践を通した「学校開

発」論は，人種問題の克服を起点とする４つの主題への

着目を，時代の趨勢とも呼応しながら支持層を広げ，広

く学校の組織的改善を促す学校内部のプロセスや諸要因

の解明へと研究的関心を高めてきたものと言える。

⑵ 研究デザインの特徴

SDP 実践の効果研究方法として，SDP モデルを用い

ている学校（「SDPスクール」＝別称「カマースクール」）

と，SDPモデルを用いていない学校（「非 SDPスクール」

＝別称「非カマースクール」）との比較検討による量的調

査が多くみられる。

前述した第１のカテゴリー（教育の質と平等を探究す

る研究）においては，学校の組織全体の特徴に焦点をあ

てて，教育機会と子どもへの効果との関係を問うもの，

他方，ミクロ・レベルの関係性に焦点をあてる研究（た

とえば，教師のビジョンと子どもへの効果との関係を問

う，後述するウッドラフ（D. W. Woodruff，1997）の研

究）がある
9)
。

第２・第３のカテゴリーの「学校開発」論においては，

「学校全体の改革」と生徒の学業成績との関係について，

州モデルと SDP モデルを政策レベルから比較検討する

研究
10)
，SDP スクールの事例研究

11)
がある。

ここで，「学校開発」プロセスの分析で鍵となる「学校

風土（School Climate）」という概念を指摘しておきたい。

後述するエモンズ（C. L. Emmons，1992 年）の論文は，

「学校風土」と子どもへの効果の相関関係について，因

子間のパス解析を試みる先駆的研究である
12)
。このエモ

ンズの研究を引きながら，エモンズら（エール大学子ど

も研究センター）により開発された「学校風土調査」を

用いた，田舎の学区小学校の調査研究がある
13)
。また，

「学校風土に関する教師の認識」に焦点をあてた調査研

究もある
14)
。

もう１つ重要な視点は，校長のリーダーシップのあり

かたに着目する研究が蓄積されている点である。たとえ

ば，学校のガバナンスの仕組みを志向する「学校文化を

創り出す校長の影響力」の調査研究
15)
，「校長の影響力に

ついての教師の認識」を教師への質問紙調査を通して検

討する研究
16)
がある。

以上のように，SDP実践の調査研究では，学校の実践
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と各主体の認識を問う議論から，学校全体の内部組織構

造，さらには学区や州単位の政策決定レベルの学校開発

論までを検討課題に含みもつものである。そもそも

SDPの発想の源泉は，カマーによる，人種問題をめぐる

「あらゆる相互作用」の影響をすべて考慮した「全体論

的アプローチ」の必要性認識にあるからである
17)
。そこ

で以下では，カマーが自らのライフコースと研究を重ね

合わせてきた「人種・子どもの発達・学校改革への省察」
18)

を，SDP実践を通して支えてきた研究のいくつかを取り

あげて検討していく。

２．「人種・子どもの発達・学校改革への省察」

からの教育における平等の探究

⑴ R. R. メーヨーの問題提起―「効果的な学校」研

究からのSDPの検討―

メーヨー（R. R. Mayo，1988 年）の論文は，「学校は違

いを生み出す（schools do make a difference）」，「生徒の

低学力を都市の学校の特質とすべきではない（Lezotte,

1979）」という「効果的な学校」研究の視座から，SDP実

践を評価する先駆的研究の１つである
19)
。彼は，有名な

コールマンの『教育機会の平等』（1966）で結論づけられ

た，いわば「学校無力論」の諸研究の系譜への批判的検

討を展開している
20)
。彼は，「多くのアメリカ人は，家族

のバックグラウンドと家庭環境が，子どもの学業達成の

主要な決定要因だと考えている」として，この考えは，

コールマン報告をはじめ，「貧困の子どもの低学力問題

は，貧困が特徴づける生得的な能力上の障害（disability）

に由来するとする諸研究によって支持されてきた」と指

摘する
21)
。彼によれば，とりわけ，コールマンの調査結

果における次の３つの知見を，批判的に乗り越えるべき

課題と捉えている。第１に，「学校の諸要因による学業

達成への影響はほとんどみられない。その他の学校要因

との相関よりも，個人のバックグラウンドの影響がより

大きい」とされる結論である。第２に，社会的・経済的

ステータスを変数として考慮した場合の生徒の態度は，

学業達成に強い相関があるとされる知見である。第３

に，学校におけるその他のインプット要因，たとえば，

施設，学校のサービス，課外活動，教師と校長の諸特徴

は，生徒の学業達成への関連はみられないという知見で

ある
22)
。

ここで注目すべき点は，メーヨーによる次の論点であ

る。彼は，コールマンによる第２の知見，すなわち，生

徒の態度は①学びと読むことへの関心，②自己概念，③

環境へのコントロールという３つの要素からなるが，そ

のうち「環境へのコントロール感覚は最も強く学力達成

に相関がある」という知見に着目し，「この知見が示唆す

ることは，学校で成功する生徒は，彼らが前進を試みる

際に，他者から制止されると感じていないことである」

と解釈している。ここに，彼が，教育の実践的介入の積

極的な契機を見出そうとしていることが読み取れよ

う
23)
。

さて，メーヨーは，エドモンズ（R. R. Edmons, 1979）

をはじめとする「効果的な学校」研究をレビューした上

で，「効果的な学校の特徴」を，次の７点に整理している。

すなわち，①教育活動への強いリーダーシップ，②生徒

への高い期待，③学ぶ機会と生徒が課題に取り組む時間，

④安全で秩序ある環境，⑤家庭と学校からの支援，⑥生

徒の進捗状況への継続的なモニタリング，⑦明確な学校

のミッションである
24)
。彼は，①では校長の教育専門的

リーダーシップ
25)
，③では子どもの教育の最前線にいる

学級担任の教授活動を重視する。彼は，この７点を自ら

の調査の指標として採用している（後述参照）。

ただし，メーヨーは，エドモンズらの「効果的な学校」

提唱者の強調点とカマー理論との相違に注目している。

すなわち，前者は生徒の学力達成にそのゴールを置くの

に対して，カマーは，「『学力』向上を重視するが，同時

に『社会的・心理的状況』の改善も重視している」とす

る
26)
。さらに彼は，カマーによる「学校は，青年たちが仕

事に就き，家族をもち世帯を率いる役割を担い，人生の

意味・満足を見出し，責任ある市民となる準備のために

存在する。学力得点のみの焦点化では不十分である」と

いう主張を支持する。そして，カマーによる「低所得地

域における子どもの発達と行動科学に関する教職員たち

の理解の重要性」に着目している
27)
。

⑵ E. T. ジョイナーの問題提起―「コミュニティ生

態学的把握」からの学校開発の可能性―

ジョイナー（E. T. Joyner，1990 年）
28)
は，黒人と白人
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生徒の学力格差を説明する理論をレビューした上で，そ

れらを次の５つのカテゴリーに分類している。彼によれ

ば，①黒人生徒の低学力は，養育家庭における子どもが

学校で成功できるような社会化が不十分なことによると

する捉え方，すなわち，「欠損の説明（deficit explana-

tion）」がある。②黒人生徒の文化の価値が低く，彼らの

もつ信念・価値・方法が異常であるとみなす教育機関に

よって，そこで既存のアメリカ的役割・価値を彼らに強

要しているとする捉え方，すなわち，「文化的・生態的説

明（cultural-ecological explanation）」がある。③コミュ

ニティの政治的，経済的，社会的影響力がつくりだす「風

土（climate）」の中で，青年たちにとって，自身のよりよ

い人生にとっての意味あるものとして学校教育をみなす

ことができなくなっているという説明，すなわち，「コ

ミュニティ生態学理論（community ecology explana-

tion）」がある。④黒人生徒は，遺伝的要因により，知的

に劣っているとする「遺伝的説明（genetic explanation）」

がある。⑤歴史的に黒人が隷属的ステータスであったこ

とを理由に，彼らに対する期待が低く，その結果として，

生徒たちは学ばず，他者から期待されず，低い自尊感情

の下向きのスパイラルに閉じこめられている，という捉

え方がある。これを彼は，「相互作用的説明（interac-

tionist explanation）」と分類している
29)
。

ジョイナーによれば，これらの「理論」ないし「前提」

が，黒人や人種マイノリティ生徒のための学校改善の理

論的根拠となり，次のような多様なプログラムを形成し

てきたとする。まず，①ヘッドスタートやタイトルⅠの

補償教育プログラムの理論的根拠となった「欠陥モデル」

は，黒人生徒の低学力問題に取り組む教師の仕事を支え

る指針となってきたこと。これに対して②「文化差異・

生態的説明」は，人種マイノリティ固有の文化とそれゆ

えの子どもの存在を正当に評価する方法で，学校のカリ

キュラムと社会的風土の修正を試みるプログラムの創造

を試みてきたこと。他方，③生徒の学力達成に影響する

教師の期待・態度に着目する「期待理論（expectancy

theory）」研究が発展してきたこと。そして④ウィルソ

ン（W. J. Wilson, 1988）の「コミュニティの生態学的把

握」からすれば，「学校は違いを生み出さない」という見

解は支持されず，むしろ，「多様な社会的・経済的ストレッ

サーにさらされているコミュニティの中にある学校は，

生徒の教育上の困難に立ち向かっている」（つまり，「学

校は違いを生み出している」―引用者注）ことを提起し

ているとジョイナーは指摘する
30)
。

こうして学校改善プログラムを支える理論的背景を整

理した上で，彼は，カマーモデルを１つのモデルという

以上に，次の「プロセス」をもたらすものと評価してい

る。それは第１に，学校組織全体で，子どもの発達理論

と関係性の構築を追求するプロセスであること。第２

に，子どもの問題の識別と学校全体の問題の改善方法を

見出すプロセスであること。第３に，子どもを発達の「連

続態（continuum）」と捉え，「欠陥」という固定的な捉え

方をしないこと。第４に，子どもの知的・認知的発達を

支える最適な心理的・社会的働きかけを重視しているこ

と。第５に，教師が親や養育者と協力して，教育活動を

開発することにより，子どもの発達の促進を追求するプ

ロセスである
31)
。彼は，これらの実践プロセスを通して，

黒人生徒の学習・発達のニーズに取り組む学校の改善可

能性の向上に寄与できるという仮説を導き出す。この仮

説から，生徒の学力，行動，自己概念といったアウトカ

ムについて，SDPモデルの効果を実証することに自らの

研究の意義があるとする
32)
。

３．都市学区におけるSDP実践の効果研究

⑴ R. R. メーヨーの調査研究―都市学区の校長・

教師への質問調査を中心に―

メーヨーの博士論文「都市学区における，カマー介入

モデルを活用する小学校と活用しない小学校の比較研

究」（1988 年）では，都市学区における，カマーモデルを

利用している小学校６校（カマースクール）と，モデル

を利用していない小学校６校（非カマースクール）の比

較研究を行っている。この学区は，カマーモデルの発祥

地で，メーヨーの調査時点において「要保護児童家族扶

助（Aid for Dependent Children : AFDC）受給家庭から

の生徒が 60％」であった。彼が調査対象とする実験群と

統制群は，「状況が非常に類似する学校」を選んだとして

いる。すなわち，マイノリティの児童数はカマースクー

ル 95％，非カマースクール 97％，多数の児童がランチの

無償および要保護児童家族扶助の受給家庭，低所得家庭

の子どもが集中する「チャプター１（当時の名称。現在
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の「タイトルⅠ」）」補助金を受ける学校をサンプルとし

ている
33)
。

メーヨーは，実験群と統制群との間に，次の観点から

の有意差があるかどうかを検証する。第１の観点は，「効

果与件変数」（effectiveness data variables）として，①

生徒の学業達成，②生徒の出席率，③生徒の停学，④教

師の異動率，⑤教師の出勤率，⑥児童が転校しない率と

いう６つの指標を立てて，学区教育委員会保管文書より

収集したデータを用いている
34)
。第２の観点は，「効果的

な学校の特徴」（前述，７つの指標参照）の存在に関する，

校長 12 人と教師 253 人の認識を質問紙で尋ねている（調

査年度は 1985-86 年度，回答率は，教師 99％，校長

100％）
35)
。

「効果与件変数」および「効果的学校の特徴」の分析結

果は，いずれも，カマースクールと非カマースクールと

の相関が５％水準の有意差はみられなかったとする
36)
。

メーヨーは，本調査で SDP の独自性を析出できなかっ

たのは，前述したように，サンプルの状況の類似性に加

えて，次のような共通性によると考察を加えている。１

つは，学区全体で推進されるプログラムと，SDPとの共

通性であり，それは SDP の先駆的実践が他校に普及し

ていった経緯があるとする。２つめに，教育長のイニシ

アチブが，過去６年間，SDPと並行して展開されてきた

ことを挙げている。学区全体の目標は，①学校環境の改

善，②生徒の学力テスト向上，③学校への親・住民関与

の促進，④学区における地域からの理解を得ることであ

る。これらは，SDPが提起する風土，コミュニケーショ

ン，親関与，学力観と共通性をもつと彼は分析する。両

者における本質的な違いは，学区の推進が「トップダウ

ン」であるのに対して，SDPの提起は，親，教師，管理

職の協働プロセスを通した学校に基礎を置く改革である

点だとする。したがって，彼の研究は，SDPが非効果的

介入プログラムだという結論を導くものではないとす

る。さらに，研究デザインの本質的な欠陥ではないとし

て，より発展的な研究調査（たとえば，効果与件変数に

関する多様な変数の使用，「社会的・心理的な発達」に影

響を及ぼす要因の検討，質的調査による分析など）の必

要性を提起している
37)
。

⑵ E. T. ジョイナーの調査研究―都市学区の児童・

教師への質問調査を中心に―

ジョイナーの博士論文「カマーモデル：危機に瀕する

子どものための学校改善」（1990 年）におけるリサーチ・

クエスチョンは，次の５つ（主たるデータ・ソース）か

ら構成される。カマースクールと，非カマースクールの

比較検討により，前者において SDPモデルは，①児童の

学力に違いを生み出しているか（アイオア全国テストお

よび児童の通知票），②児童の自己概念に変化をもたら

しているか（ピアス・ハリス自己概念尺度を用いた児童

への質問紙調査），③児童の行動に変化をもたらしたと

教師が認識しているか（教師への質問紙調査，児童の通

知票），④学級風土が変化したと児童が認識しているか

（児童への学級環境に関する質問紙調査），⑤児童の出

席率は向上したか（児童の通知票）である
38)
。

これらの調査研究のサンプルとして，都市学区の小学

校６校の 3∼5 学年児童 207 人をランダムに選び，その

教師 35 人に質問紙調査を行っている。本調査に回答し

た児童の 85％以上が，ランチの無償または減免措置を受

け，６校すべて，低所得児童が通う「チャプター１スクー

ル」（前述メーヨーの調査研究と同様）である。学区は，

人口 10 万人以上の大規模学区で，全米統計調査で４番

目の貧困都市にある。調査校の６校は，学区で最下位の

学業達成校で，歴史的に児童の出席率が悪く，問題行動

が多い学校であるとされる
39)
。

ジョイナーによる調査結果は，次のとおりである。カ

マースクールは，非カマースクールと比べて，①学力テ

スト（リーディング，算数，言語）において顕著に高い

結果を出していた。②「ピアス・ハリス自己概念尺度」

による６つの下位自己概念尺度のうち，唯一，「知的な学

校でのステータス（Intellectual and School Status）」に

関する児童の認識において，カマースクールと非カマー

スクールとの間に統計的有意差がみられた。③カマース

クールの教師たちは，児童たちを「協働（cooperation）」，

「勤勉さ（industry）」，「信頼性（dependability）」，「社会

的統制（social control）」という指標において，「大変良

い」と評価していた。④カマースクールの児童は，自分

の学級環境を肯定的に捉えていた。⑤児童の出席率に

は，統計的有意差がみられなかった
40)
。
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これらの調査結果から，ジョイナーは，SDPモデルを

用いた教育の可能性として，次の２点を提案している。

第１に，カマースクールでは「明確で焦点化されたミッ

ションがある」と同時に，「児童，教職員，親の間で相互

支援的な風土がある」こと，この点に，学力向上の理由

があると分析している。第２に，本調査結果にみられる

ような教師と児童との相互認識における肯定的結果を生

み出す戦略やモデルに関して，カマースクールが他の学

校と知見を共有する必要性を提起する
41)
。

ジョイナーは，今後の検討課題として，子どもの肯定

的な自己認識を発達させるために，学校が様々な支援機

関と協働する必要性を強調する。そして，組織変革をめ

ざす教職員研修においては，「変革理論の意識化」，「変革

プロセスのダイナミックス」，「個人および学校への変革

への影響」を学ぶ機会が提供されるべきだとする。それ

は，「変革」に伴う参加者のフラストレーションに応答す

るように準備される必要があるとしている
42)
。

⑶ D. W. ウッドラフの調査研究―生徒の成功に関

する教師のビジョンを中心に―

ウッドラフ（D. W. Woodruff）の博士論文「あなたは

信じますか？ 生徒の成功に関する教師のビジョン―カ

マー学校開発プログラムの効果」（1997 年）では，マイノ

リティ生徒に対する教師の認識および期待の影響に焦点

をあてて，SDPの効果研究を行っている
43)
。

ウッドラフは，多くの伝統的な調査研究が，マイノリ

ティの子どもの学習過程を，その「子どもまたは親の逸

脱（deviance）という仮説」から論じているとして，それ

とは異なる仮説から議論を展開する。ここで支持される

仮説は，ヒリアード（A. G. Hilliard）による「すべての子

どもは才能の種をもっている」であり，「すべての子ども

の人間としての可能性（potential）への肯定的なビジョ

ンをもち続ける効果的な教師に，生来備わっている能力

（inherent ability）」に着目している
44)
。ウッドラフは，

「文化の不一致（culturally dissonant）」に挑戦する都市

の学校で，生徒の潜在能力（capabilities）に関する教師

の「態度」，「効力感」，「信念」に関する質問紙調査を行っ

ている。その際，用いられている「教師のビジョン尺度

（Teacher Vision Scale：以下，「TVS」と略す）」と称さ

れる質問紙は，①学習への動機づけに関する教師の認識，

②親との共同的な意思決定，③生徒の成績・将来の成功

への期待，という下位尺度から構成されている
45)
。

こうしてウッドラフは，都市学区の小学校 10 校の教

師 193 人を調査対象として，そのうち，SDPを用いてい

る「カマースクール」４校の 95 人の教師，他方，SDPを

用いていない「非カマースクール」６校の 98 人の教師を

サンプルに選んでいる。児童の人種別構成は，カマース

クールは大多数がアフリカ系アメリカ人，他方，非カマー

スクールは，アフリカ系アメリカ人児童が集中する学校

と，白人児童が集中する学校に区分できることから，前

者を「非カマースクール /黒人」，後者を「非カマースクー

ル /白人」と略して，２つのレベルを分けて分析を行っ

ている
46)
。

調査結果の概要は，次のとおりである。①「非カマー

スクール /白人」の教師は，黒人児童が大多数の「カマー

スクール・非カマースクール」に比べて，TVS得点が顕

著に高い結果が出た。②黒人児童が大多数の「カマース

クール・非カマースクール」では教師の経験年数が長い

ほど（0-6 年，7-20 年，21 年以上），TVS得点が向上す

る結果が出た。対照的に，「非カマースクール /白人」で

は，教師の経験年数が長いほど，TVS得点が低い結果が

出た。③「テスト得点」で高い結果を出している学校の

教師たちは，学校のタイプにかかわらず，TVS得点が高

い傾向がみられた
47)
。

これらの結果からウッドラフが提案するのは，第１に，

黒人・貧困家庭の子どもが集中する学校における教師の

信念・態度・行動のパターンを肯定的な志向（ここでは

TVS 得点の高いもの）へと高める必要性である。第２

に，教師の肯定的なビジョンを高める前提として，都市

の学校における複雑な「風土」の変革が必要不可欠だと

する。すなわち，財的資源，学校のリーダーシップの質，

教師の人種別構成・経験という観点から，都市の学校風

土を改善するための条件整備が必要であるとする。第３

に，都市の学校で働く教師に対して，学校風土に十分注

意を払うことができるような研修が準備される必要性で

ある。なお，本調査では明らかにできなかった「都市の

学校において，SDPは，教師のビジョンを高めるための

効果的な構成要素となるのか？」という問いの検証が必

要だとする。最後に，本調査で明らかになった点は，「学
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校風土」，「教師の信念」，「教師と生徒の関係性」という

領域における取り組みの重要性だと結論づけている
48)
。

４．組織開発過程に着目した「学校開発」研究

―F. ハビブの調査研究―

F. ハビブ（F. Habib）の博士論文「カマー・ミドルス

クールのプログラムの質に関する３年間の研究

（1991-1993）」（1994 年）では，SDPの実践を「学校を基

礎単位とした教育経営（SBM）」改革の１つとして位置

づけ，SDPの「実践の質」を体系的に分析しようとして

いる
49)
。ハビブは，SDPを用いているミドル・スクール

13 校の３年間の実践を実験群（カマースクール）とし，

他方，同学区の「効果的な学校」プログラムを用いる 10

校（「非カマースクール」）との比較検討を行っている。

ハビブによれば，この研究の独創的な点は，比較する２

つのプログラムが類似している点にあるとする。ハビブ

は，両者のプログラムは，学校を支援する組織的メカニ

ズムをもつという点で共通性があるとして，両者の全般

的特徴を次のように整理している
50)
。

〈カマープログラム〉は，「過程指向（process-

oriented）の SBMアプローチ」である。すなわち，学

校コミュニティの肯定的な関係性の発達を通して，「子

どもの全面（“whole-child”）」的な発達に焦点をおく。

〈効果的な学校プログラム〉は，「目的駆動（goal-

driven）の SBMモデル」である。すなわち，学校にお

ける大人と生徒の確固たる教育活動の進歩を通して，

高い期待をもつ「風土」の開発を主たる強調点とする。

ハビブの研究の第１部は，次に述べるように，SBMプ

ログラムの一般的な特徴に，SDPに固有の特徴を加えた

「10 の諸相」から，「プログラムの質」，および「学校に

基礎を置くチーム（school-based team）の有効性」を量

的データから分析している。ハビブはまず，SBM 改革

に関する先行研究のレビューを通して，SBMプログラ

ム実施の質にかかわる一般的な特徴を，次の６点に整理

している。すなわち，①学校・経営チームのガバナンス

のスタイル，②校長の民主的なガバナンスのスタイル，

③学校における肯定的な関係性，④親と地域からの積極

的な支援，⑤学校の重点目標の共通理解，⑥研修の頻度，

である
51)
。ハビブによれば，SDPもこの６点の特徴をも

ち，さらに，その固有の特徴として，⑦意思決定に際し

ての SDP独自の指針，⑧メンタルヘルス・チームの関与，

⑨子ども・青年の発達保障という視点の採用，⑩ファシ

リテーターの関与とその有効性，という観点を加えてい

る
52)
。

ハビブの研究の第２部は，プログラムの実施に関する

マクロ・ミクロレベルの先行研究のレビューを通して，

実施プロセスに必要不可欠な要素として，次のキーワー

ドを提示している。すなわち，①「コミットメント」，②

「コーディネーション」，③「キャパシティ」である。こ

の３つの観点から質的調査を行っている
53)
。

ハビブによる調査結果は次のとおりである。第１部に

おける「10 の諸相」からの分析結果では，カマースクー

ルは，非カマースクールに比べて，次の４点で優位性が

みられたとする。すなわち，「⑩ファシリテーターの関

与」，「④親と地域からの積極的な支援」，「⑥研修の頻度」，

そして特に調査最終年度の３年度目に，カマースクール

の回答者には「⑤学校の重点目標についての一貫したビ

ジョン」がみられたとする
54)
。他方，カマースクールが

非カマースクールと同様に十分な機能がみられなかった

点は，「共同統治（shared governance）」のスタイルであ

り，「⑦意思決定に際しての SDP独自の指針」は十分に

活用されていなかったとする
55)
。

第２部の質的調査では，次のような文脈をもった「３

つの C」という要素が，プログラム開発の不可欠なプロ

セスであることが見出されたとする。すなわち，①学校

コミュニティにおけるすべてのメンバーからの「広い範

囲に基盤を置いた，強いコミットメント（intense and

broad-based commitment）」，②組織と人々との間の良

好なコーディネーション，③人的（たとえば，スキル，

知識など）・財政的資源のキャパシティの高さがみられ

たとする。ハビブによれば，これら「３つのC」は，相互

に関連しあって，「プログラムの質」の高さに反映してい

たとする
56)
。

この結果から，ハビブは，学校の組織改革をすすめる

数人の重要なアクター（校長，ファシリテーター，チー

ム・リーダー等）の存在に注目している。そして，多様

な集団がフォーマルからインフォーマルな組織へと影響

力を広げていくようなコーディネーションを通した，メ

ンバーのスキル・知識を高めていくようなコミットメン
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トの追求が必要であるとする
57)
。

この研究が示唆する研究課題は，「３つのC」という観

点から学校の組織開発を促進するコンテクストを精査す

る必要性である。もう１つの視点として，ハビブの調査

では十分な機能がみられなかった「共同統治」の観点か

らの実践分析の必要性が示唆されている。

５．「学校風土」の子どもへの効果の相関関係

―C. L. エモンズの調査研究―

C. L. エモンズ（C. L. Emmons）の博士論文「インナー

シティにおける学校開発：潜在変数の構造方程式モデリ

ングを用いたカマープログラムから抽出した諸要因の分

析」（1992 年）
58)
では，インナーシティの小学校 11 校の

児童 127 人（99％がアフリカ系アメリカ人）を対象に

1991 年３月に実施した質問紙調査を分析している
59)
。こ

こでは，５つの因子，①学校風土（School Climate），②

学級風土（Classroom Climate），児童の③自己概念（Self-

Concept），④行動（Behavior），⑤学力（Achievement）

の相関関係のパス解析が行われている。図１は，彼女の

研究で検証される「学力に影響する諸変数の相関関係に

関する仮説モデル」である
60)
。

彼女の問題意識もまた，インナーシティの生徒の低学

力問題に言及する多くの諸説が，その原因を「貧困の文

化」に由来するとする説明への批判的検討にある
61)
。そ

こで，彼女が支持するカマーの理論的仮説は，「こうした

生徒の学校での失敗をもたらす主要な原因は『学校風土』

にある」と捉える視座である
62)
。

彼女の調査研究の特徴は第１に，カマーらの先行研究

で見出されてきた「学校風土」が改善されるならば，「学

級風土」，子どもの「自己概念」や「行動」，「学力」に肯

定的影響を及ぼすという個々のエビデンスを，構造方程

式モデリングを用いて体系的に解析する点にある
63)
。

第２に，彼女の調査研究においては，子どもへの質問

紙調査が中心に据えられている点にある。彼女は，アフ

リカ系アメリカ人の子どもの発達を支える「学校風土」

および「学級風土」が，当の子どもの認識においてどう

捉えられているか，子ども自身の「自己概念」，「行動」

にどう影響しているかを検証している。そこで，特に重

要となる３つの概念は，大要以下のように説明されてい

る。

① 「学校風土」は，親，教師，生徒，管理職および職

員間の豊かな相互作用の質を指し，学びと相互発達

をもたらす学校内部の強みを重視する。

② 「学級風土」は，学級内に存在する全般的トーンま

たは雰囲気を指す。その構成要素は，学びという「学

級の仕事（class assignments）」を通した自己実現

（completion），教師と生徒および生徒間における

関係性の質，学級におけるルールの順守である。

③ 「自己概念」は，子どもたち自身の自己認識を指し，

環境との相互作用，内省，自身の人生における意味

ある他者からのフィードバックを通して発達するも

のである。すなわち，他者・環境との相互作用を通

した「自分自身の価値づけ（valuing of one-self）」，

あるいは「自分の自己価値感（one’s sense of self-

worth）」であり，「自尊感情（self-esteem）」とは区

別される
64)
。

そのためのエモンズによる児童への質問項目は，次の

ような観点から構成されている。①「学校風土」は，「学

業への焦点（Academic Focus）」，「関係性の相互作用

（Interpersonal Relations）」という２つの下位尺度から

構成されている。②「学級風土」は，「課題への志向性

（Task Orientation）」，「児童の関係性（Student Rela-

tions）」，「ルールに関する知識と強化（Knowledge and

Enforcement of Rules）」の３つの下位尺度から構成され

ている。③「自己概念」は，「ピアス・ハリスの子どもの
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図１ 「学力に影響する諸変数の相関関係に関する仮説モデ

ル（因果モデル）」
出所：Emmons, Christine Laura, School Development in an Inner City :

An Analysis of Factors Selected from Comer’s Program Using

Latent Variable Structural Equations Modeling, Unpublished Dis-

sertation, University of Connecticut, 1992, p. 12.



自己概念尺度（Piers-Harris Children’ s Self-Concept

Scale）」から，次の４つの尺度，「知的な学校でのステー

タス（Intellectual and School Status）」，「不安（Anxie-

ty）」，「人気（Popularity）」，「幸福（Happiness）」，「満足

（Satisfaction）」に関する質問項目で構成されている。

なお，児童の④「行動」に関するデータは，学校の欠

席日数，年度における停学回数に加えて，ピアス・ハリ

スの行動下位尺度による児童への質問紙調査が用いられ

ている。⑤「学力」は，リーディング，数学，言語，科

学，社会科のアイオア基礎学力テストのデータが用いら

れている
65)
。

エモンズの調査結果は次のとおりである。本調査のサ

ンプルでは，①「学級風土」は，「自己概念」と「行動」

を媒介項にして，「学力」に影響していた。「学級風土」

による「学力」への直接効果はみられなかった。②「自

己概念」は，「行動」を媒介項として，「学力」に影響し

ていた。③特に「行動」は，本調査サンプルの「学力テ

スト結果」への直接効果がみられた
66)
。

この結果から彼女は，「学級風土」が，児童の「自己概

念」に強い影響を及ぼしていることは明らかだとして，

教師たちが，学級環境の質と子どもがどのような経験を

するかに注意を払う必要があるとする。

彼女による具体的な提案は，次の３点に要約すること

ができる。第１に，教師たちにとって，子どもの肯定的

な自己概念に影響を及ぼす学校の組織・機能に関する諸

要因を知らされ，それらの情報を活かして学校・学級で

実践する方法を学ぶ機会が保障されなければならない。

第２に，子どもの自己概念の高さが継続するような構成

要素をもつ学校風土・学級風土を定期的に評価する必要

性である。第３に，学校風土・学級風土の自己概念への

影響に関する子どもの認識を，量的・質的調査を通して

定期的に評価する必要性である。これらの評価は，子ど

もの発達のニーズに応答するような「風土」を創造する

目的から実施される必要があるというのである
67)
。

結語―子どもの学習・発達を支える関係構造―

最後に，SDP実践に関する調査研究の検討を通して明

らかになった「学校開発」の重要な指標を指摘し，子ど

もの学習・発達を支える関係構造の試論を提示して結語

としたい。

第１に，これらの調査研究の起点は，子どもの家庭の

バックグラウンドや社会・経済的ステータスによって学

力格差が規定されるとする説明への批判的検討にある。

そのための「学校開発」の目標は，狭義の学力テスト得

点向上に矮小化されない，すべての子どもの豊かな発達

と，将来の市民性を育むような広義の学力観の追求にあ

る。

第２に，広義の学力観をめざす子どもの学習・発達を

支える「学校開発」の要となる指標は，「学級風土」およ

び「学校風土」の開発にある。この「学校風土」開発に

おける目標は，①子どもおよび参加者の主体形成を軸に

（各主体のタテの発達），②肯定的な相互作用が豊かに

広がるプロセス（ヨコの関係性の発達）を通して創造さ

れる③「学校文化」の質的向上にある。

第３に，学校の組織開発過程と子どもの学習・発達を

支える関係構造は，次のような同心円上に各主体の発達

が広がるようなネットワークの姿を描き出すことができ

る。それは，①子どもの学習・発達を中核に据えた，②

子どもの学習環境および「学級風土」の開発である。こ

の「学級風土」の開発は，子どもの教育の最前線にいる

教師の教育活動と教師の発達を積極的かつ組織的に支え

る③「学校風土」の「質」に大きく影響を受ける。学校

の教育活動を支える様々な援助専門職や親の学校への関

与態勢の構築が重要となる。そして，④こうした「学校

風土」の開発を積極的に志向する校長の役割とリーダー

シップのあり方，さらに，⑤こうした学校開発を促進す

るための教育委員会による条件整備と教育専門的な指導

助言のあり方が究明される必要がある。以上の重層的な

関係構造の中で，子どもの人間的発達が保障されるので

ある。

なお，本論では，援助専門職によるチームや，親チー

ムの取り組みを調査した論文は取りあげて検討しなかっ

たが
68)
，この領域からの「学校風土」開発の可能性を分析

していく必要がある。さらに，エモンズが今後の課題と

して提案しているように，子どもの肯定的な「自己概念」

の価値形成に「学校風土」，「学級風土」が及ぼす影響力

のコンテクストを丁寧に分析・検証していく必要がある。

この点，今日，エール大学チームによる実践評価研究は

さらに発展・深化されている。そしてまた，メーヨーは

J・P・カマー「学校開発プログラム」実践の調査研究と子どもの学習・発達指標
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学区教育長としてエール大学チームとの協働により，学

区の各学校における SDP 実践を深める取り組みを追求

している
69)
。こうして今日に引き継がれる教育実践のあ

りようについては，あらためて稿を起こして検討してい

きたい。
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Abstract

The purpose of this paper is to review the literature on the implementation of the Comer School Development Program (SDP

hereafter), in terms of both quality and equality of education. This paper describes the following three main issues. The first is an

overview of some dissertations that investigated the implementation of SDP and a brief discussion of their research questions. The

second is to examine what have been the problems in urban education, including the results from those researches. The third is to

describe the key components of SDP implementation focusing on the developmental learning environments for all students. It is clear

that the crucial point is to improve the school climate including the classroom climate. This paper concludes that the literature

suggests the necessity of examining the context of the school climate in depth, focusing on developing positive interpersonal

relationships among school participants (among students, staff, and parents).
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